
技術基準対象施設（令第技術基準対象施設（令第1919条）条）

公共の安全その他の公益上影響が著しい施設公共の安全その他の公益上影響が著しい施設

（施行規則第（施行規則第2828条条の２の２））

国又は登録確認機関による国又は登録確認機関による

技術基準への適合性確認が必要技術基準への適合性確認が必要
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技術基準対象施設と適合性確認制度の対象施設の関係

（別紙１） 

登録確認機関による適合性確認制度について 

 

１．技術基準の改正の経緯 

 

平成 18 年 5 月 17 日 
『港湾法』の一部改正の公布 

（技術基準の性能規定化及び技術基準への適合性確認制度の導入）

平成 18 年 9 月 26 日 
『港湾法施行令』の一部改正 

（技術基準対象施設の追加） 

平成 18 年 9 月 29 日 

平成 19 年 3 月 26 日 

『港湾法施行規則』の一部改正 

（技術基準への適合性確認制度を規定） 

平成 19 年 3 月 26 日 
『港湾の施設の技術上の基準を定める省令』の改正の公布 

（技術基準の性能規定化） 

平成 19 年 3 月 28 日 

『港湾法施行規則』の一部改正 

（技術基準への適合性確認制度の導入） 

『港湾の施設の技術上の基準の細目を定める告示』の改正 

（要求性能を詳細に規定） 

平成 19 年 4 月 1日 以上の法令、省令、告示について施行 

 

２．適合性確認制度の導入 

 

港湾の施設の技術上の基準（以下、「技術基準」）の改正による性能規定化に伴って、

創意工夫を活かした新たな設計方法や特殊構造の採用も可能となり、設計の合理化を図

ることが可能となります。 

その一方で、性能規定化に伴い多様な設計方法が可能になることから、公共の安全そ

の他公益上影響が著しい施設に対しては、安全性を適切に確保するため、国土交通大臣

又は国土交通大臣の登録を受けた者（以下、「登録確認機関」）が技術基準への適合性を

確認する適合性確認制度を導入しました。 

ただし、国土交通大臣が定めた設計方法を用いる場合はこの限りでないこととされて

います（港湾法第 56 条の 2の 2 ただし書の設計方法）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公共の安全その他公益上影響が著しい施設 

・外郭施設 

・係留施設 

（水深 7.5m 以上、旅客船・危険物船等、耐震強化施設）

・臨港交通施設のうち道路及び橋梁 

・廃棄物埋立護岸 

・海浜 

・荷役機械、緑地及び広場 

（大規模地震対策施設に限る） 



３．適合性確認の流れ 

 

港湾法第 56 条の 2 の 2 第 2 項の規定により、技術基準対象施設のうち、公共の安全

その他の公益上影響が著しいと認められる施設を建設又は改良しようとする場合、施設

が技術基準に適合するものであることについて、次のフローに従って国土交通大臣又は

登録確認機関の確認を受けなければならないこととなっています。 

ただし、「港湾法第 56 条の 2 の 2 第 2 項ただし書の設計方法」（平成 19 年 3 月 28 日

国土交通省告示第 396 号）で定められる「国土交通大臣が定めた設計方法」を用いる場

合は適合性確認の対象外となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公共の安全その他の公益上 
影響が著しいと認められる施設 

の建設・改良

技術基準対象施設の建設・改良・維持

国土交通大臣が定めた設計方法

技術基準への適合性の確認

国又は登録確認機関による技術基準との適合性の確認 

港湾管理者又は都道府県知事への許可申請・届出

確認証 
の交付 

港湾施設の建設又は改良 

設計の見直し 
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港湾法第 37 条、第 38 条の 2、
第 56 条、第 56 条の 3 

※国の場合は、各地方整備局等の海洋環境・技術課を通じて申請 


